
千葉市食品衛生法に基づく違反者等の公表に関する事務処理要綱 

 

（目 的） 

第１条 この要綱は、食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号。以下「法」という。）第６９条

の規定により、法又は法に基づく処分に違反した者の名称等を公表する場合の具体的な方法

その他必要な事項を定めることを目的とする。 

（公表の対象） 

第２条 公表の対象は、別表のとおりとする。 

（公表の方法） 

第３条 医療衛生部長は、前条に規定する公表の対象について保健所長から報告を受けたとき

は、必要に応じて関係機関と協議の上、速やかに公表するものとする。 

２ 前項の規定による公表は、原則として公表した日から起算して１４日間を下らない期間、

市ホームページに掲載することをもって行うものとする。 

  ただし、営業の禁止処分又は停止処分した場合にあって、その期間が１４日間を超える場

合には、当該期間を公表期間とする。 

３ 医療衛生部長は、前項の規定によるもののほか、食品衛生上の危害の発生又は拡大を防止

する観点から必要と判断した場合には、報道機関に情報提供を行い、広く市民に対し注意を

喚起するものとする。 

（公表の内容） 

第４条 公表する内容は、原則として次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）営業者の氏名（法人にあってはその名称、代表者の氏名及びその主たる事務所の所在地） 

（２）施設の名称及び所在地 

（３）法に違反する食品、添加物、器具又は容器包装若しくは法第６８条の規定により準用す

る洗浄剤又はおもちゃ（以下「違反食品等」という。）の名称及びその違反食品等が特定で

きる商品名等（ただし、違反食品等に係る処分又は行政指導に限る） 

（４）処分又は行政指導の理由及びその内容 

（５）措置の状況 

（補 則） 

第５条 この要綱に定めのない事項その他特異な事例については、その事例ごとに関係機関等

と協議の上、医療衛生部長がその対応を決定するものとする。 

 

附 則 

この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年６月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年６月１日から施行する。 



附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 



 

別 表 

 

１ 次の各号に掲げる規定のいずれかに違反した営業者で、法第５９条又は第６０条（施

行前の改正法（以下「旧法」という。）第５４条又は第５５条）の規定による処分をさ

れ、又は書面による行政指導（保健所長名で行ったものに限る。以下同じ。）を受けたも

の。 

（１）法第６条（不衛生食品等の販売等の禁止） 

（２）法第７条第１～３項（新開発食品等の販売禁止） 

（３）法第８条第１項（指定成分等含有食品による健康被害等情報の届出義務違反） 

（４）法第９条第１項（特定の食品等の販売等の禁止） 

（５）法第１０条第１項（病肉等の販売等の制限） 

（６）法第１１条（重要工程管理の措置等が講じられた食品等以外の輸入） 

（７）法第１２条（添加物等の販売等の制限） 

（８）法第１３条第２項（規格又は基準に合わない食品等の販売等の禁止） 

（９）法第１３条第３項（一定量を超える量の農薬等が残留する食品の販売等の禁止） 

（１０）法第１６条（有毒器具等の販売等の禁止） 

（１１）法第１７条第１項（特定の器具等の販売等の禁止） 

（１２）法第１８条第２～３項（規格又は基準に合わない器具等の販売等の禁止） 

（１３）法第１９条第２項（基準に合う表示がない食品等の販売等の禁止） 

（１４）法第２０条（虚偽表示等の禁止） 

（１５）法第２５条第１項（食品等の検査に不合格添加物等の販売等の禁止） 

（１６）法第２６条第４項（検査結果の通知を受ける以前の販売等の禁止） 

（１７）法第４８条第１項（食品衛生管理者の非配置） 

（１８）法第５０条第２項（有毒物質の混入防止等の措置基準の非遵守） 

（１９）法第５１条（旧法第５０条の２）第２項（営業施設の公衆衛生上必要な措置の基

準の非遵守） 

（２０）法第５２条（旧法第５０条の３）第２項（器具又は容器包装を製造する営業施設

の公衆衛生上必要な措置の基準の非遵守） 

（２１）法第５３条（旧法第５０条の４）第１項（器具又は容器包装の販売説明義務違反） 

 

２ 次の各号に掲げる規定による基準又は条件のいずれかに違反した営業者で、法第６０

条又は第６１条（旧法第５５条又は第５６条）の規定による処分をされ、又は書面による

行政指導を受けたもの。 

（１）法第５４条（旧法第５１条）（営業施設の基準）の規定による基準に違反した場合 

（２）法第５５条（旧法第５２条）第２項第１号又は第３号（営業許可の欠格）に該当す

るに至った場合 

（３）法第５５条（旧法第５２条）第３項（営業許可条件）の規定による条件に違反した

場合 



 

３ 営業者は、次のいずれかの営業を行う者とする。 

（１）令和３年６月１日以降に取得した法第５５条第１項の規定による許可営業及び法第

５７条第１項の規定による届出営業を行う者 

（２）法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関す

る政令（令和元年政令第１２３号）附則第２条の規定により、なお従前の例により営業を

行っている者 

 

 

 

 


